
令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

77 65 44 62
活動

危険物施設設置・変更許可
審査数

件 審査数
40 60

成果 危険物施設の違反是正率 ％ 違反是正数/違反数
85 95

60 60 60

181 197 222 158
95 95 95

94 79 100 100

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 危険物施設の査察件数 件 危険物施設査察件数
250 230 230 230 180

一般財源 20,000 20,020 19,082 14,439 13,440
その他特財 0 0 0 1,750 1,750
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 85 142 81 171 230

特定財源 85 142 81 1,857 1,865

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 20,000 20,000 19,000 16,125 15,075

職員従事者数（人・年）Ｂ 2.50 2.50 2.50 2.15 2.01

令和元年度事業

及び積算内容

・関係法令の改正にともなう各種法令集の追録の購入
・年号変更に伴う、危険物タンク検査済証銘板の購入
・危険物施設検査用防爆ライトの購入

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 85 162 163 171 230

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 20,085 20,162 19,163 16,296 15,305

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・危険物施設の設置・変更に伴う許可申請の審査、現地確認及び完成検査
・危険物施設への査察及び施設関係者に対する防火指導
・県移譲事務（高圧ガス・液化石油ガス・火薬類）に係る設置指導及び査察
・危険物安全協会事務及び協会員に対する研修等

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
危険物施設の許認
可事務
産業保安事務（県
からの移譲事務）
丹波市危険物安全
協会事務

危険物施設の許認
可事務
産業保安事務（県
からの移譲事務）
丹波市危険物安全
協会事務

危険物施設の許認
可事務
産業保安事務（県
からの移譲事務）
丹波市危険物安全
協会事務

危険物施設の許認
可事務
産業保安事務（県
からの移譲事務）
丹波市危険物安全
協会事務
(設立40周年記念
式典事業を含む）

危険物施設の許認
可事務
産業保安事務（県
からの移譲事務）
丹波市危険物安全
協会事務

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 危険物施設等の代表者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

消防法令、規則、条例等に適合した安全な危険物施設等の設置及び適正な維持管理を行う。

根拠法令・個別計画等 消防法、危険物の規制に関する政令・規則、丹波市火災予防条例・規則等
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
③防災・防災意識の向上

会計区分 一般

久下正義 余田　崇志

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

危険物保安事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 危険物保安事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　予防課 所属長 梅垣　勝 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

100 100 100
- - 90.0 90.0

成果
住宅用火災警報器の設置
率

％ 設置世帯/調査世帯
- -

48 43 48 50
成果

防火管理者資格取得者の
育成

人
甲種防火管理新規講習
（受講者数）

50 50

成果 防火対象物違反是正率 ％ 是正数/違反数
85.0 85.0

50 50 50

322 388 273 230
90.0 90.0 90.0

76.7 88.5 86.1 77.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 防火対象物査察件数 件
防火対象物査察件数
（総合査察、使用開始検査等）

350 370 400 420 300

一般財源 20,261 28,246 29,889 29,132 30,375
その他特財 0 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 20,000 28,000 29,260 28,875 29,925

職員従事者数（人・年）Ｂ 2.50 3.50 3.85 3.85 3.99

令和元年度事業

及び積算内容

・違反是正阪神ブロック部会（研修会）の開催
・関係法令集の追録購入
・小学生が画いた防火ポスターの中から１点を抽出し、火災予防運動啓発活動用のポスターとして
400枚を印刷し、各学校や事業所等に配布し掲示してもらう。

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 261 246 629 257 450

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 20,261 28,246 29,889 29,132 30,375

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・建物の新築等に係る建築防火設備、消防用設備、防火管理等について、建物の関係者や工事施工
業者等に対する指導及び建物の中間検査、使用開始検査の実施
・既存防火対象物の防火査察を実施し、防火管理者、建物関係者等に対して消防用設備等の適正な
維持管理、火気管理及び防火管理等について指導する。
・消防法令違反対象物には建物関係者等に対して是正指導を実施する。
・防火管理講習会等各種講習会の実施　・消防法の一部改正にともなう対応

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
建築物確認申請に係
る消防同意、消防用
設備等の設置工事及
び火災予防条例に係
る審査、指導、検査
事務
火災予防対策事務・
住宅防火対策の推進

建築物確認申請に係
る消防同意、消防用
設備等の設置工事及
び火災予防条例に係
る審査、指導、検査
事務
火災予防対策事務・
住宅防火対策の推進

建築物確認申請に係
る消防同意、消防用
設備等の設置工事及
び火災予防条例に係
る審査、指導、検査
事務
火災予防対策事務・
住宅防火対策の推進

建築物確認申請に係る
消防同意、消防用設備
等の設置工事及び火災
予防条例に係る審査、
指導、検査事務
火災予防対策事務・住
宅防火対策の推進
消防法令違反対象物に
係る違反是正指導

建築物確認申請に係る
消防同意、消防用設備
等の設置工事及び火災
予防条例に係る審査、
指導、検査事務
火災予防対策事務・住
宅防火対策の推進
消防法令違反対象物に
係る違反是正指導

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 防火対象物の関係者及び利用者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

消防法令等に規定された防火管理、消防用設備等の設置、維持管理を防火対象物の関係者が確実
に実施するよう指導することにより、火災等の予防を徹底させることで利用者に安全・安心を提供する
とともに、災害時における被害を最小限に抑える。

根拠法令・個別計画等 消防法、消防法施行令、施行規則、丹波市火災予防条例、規則等
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
③防災・防災意識の向上

会計区分 一般

高階　勇 粟野　真人

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

火災予防対策事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 火災予防対策事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　予防課 所属長 梅垣　勝 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

10.0 9.8 9.8
10.1 10.3 10.3 10.3

成果
覚知から現場到着までの時
間

分
119番受信から救急車が現場到
着するまでの平均所要時間

10.0 10.0
4,353 4,634 4,252 4,081

成果 救急講習受講者数 人 暦年の受講者数
4,800 4,800

活動 救助出動件数 件 暦年の救助件数
65 70

4,800 4,800 4,800

2,922 2,983 3,174 3,219
60 60 70

70 56 69 73

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27見込 H28見込 H29見込 H30見込 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 救急出動件数 件 暦年の救急件数
2,900 3,000 3,000 3,200 3,200

一般財源 278,581 304,594 233,872 245,250 244,707
その他特財 4,129 4,256 4,139 4,083 4,083
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 4,129 4,256 4,139 4,083 4,083

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 274,320 298,480 228,000 239,628 240,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 34.29 37.31 30.00 31.53 32.00

令和元年度事業

及び積算内容

・救急隊員の確保に努めるとともに、丹波市内におけるすべての救急要請に対応する。
・救助技術の向上を図り、効果的な活動を行い減災と未然防止に努める。

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 8,390 10,370 10,011 9,705 8,790

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 282,710 308,850 238,011 249,333 248,790

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・事故や急病等により救急車を必要とする市民に対し、迅速、適切な応急処置を施し、傷病者の症状に適した医療機関に搬送す
ることにより、市民の安全と生命を守る。
・あらゆる市民指導の場において、応急手当の知識について普及を行い、救命率の向上を図る。
・事故その他あらゆる災害による人命危険の現場において、人員と器材を最大限に活用して、市民の危険排除及び被害を軽減
する。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・救急、救助の要請に対する迅
速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・救命率向上のための市民指
導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・救急、救助の要請に対する迅
速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・救命率向上のための市民指
導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・救急、救助の要請に対する迅
速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・救命率向上のための市民指
導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・救急、救助の要請に対する迅
速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・救命率向上のための市民指
導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・救急、救助の要請に対する迅
速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・救命率向上のための市民指
導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 救急救助活動を必要とする市民及び事業所

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・救急体制(施設及び人員）の整備及び円滑な運用を図る。
・救助体制（施設整備及び救助技術）の向上と効率的運用を図る。

②消防力の向上
根拠法令・個別計画等 消防法、消防組織法、救急救命士法、救急業務実施基準、災害対策基本法、救助活動に関する基準

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 継続

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
⑤救急体制の構築

会計区分 一般

門栗　学  安達直浩 谷川幸宣　森本祐介

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

救急救助活動事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 救急救助活動事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　消防課 所属長 中道典昭 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

87 80 83 93
成果 火災原因究明率 ％ 原因判明数／火災件数

93 95

活動 その他災害発生件数 件 暦年の発生件数
116 116

95 95 95

23 20 30 44
150 150 200

153 141 166 221

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27見込 H28見込 H29見込 H30見込 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 火災発生件数 件 暦年の発生件数
31 31 31 31 31

一般財源 109,958 102,396 137,313 131,327 136,381
その他特財 0 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 108,240 100,720 135,888 130,112 135,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 13.53 12.59 17.88 17.12 18.00

令和元年度事業

及び積算内容

・災害対応能力の向上を図り火災等の災害に対して効果的な活動を行い減災と未然防止に努める。

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 1,718 1,676 1,425 1,215 1,381

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 109,958 102,396 137,313 131,327 136,381

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・火災をはじめ、あらゆる災害の発生時にこれを防御し、被害を軽減する。
・災害等の発生する恐れのある場合にこれを未然に防ぐ。
・市民の災害予防の意識を啓発して減災を図る。
・火災の発生原因を究明して、再発・類似火災の減少を図る。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・火災、その他災害時の要請に
対する迅速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・防災・減災のための市民指導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・火災、その他災害時の要請に
対する迅速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・防災・減災のための市民指導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・火災、その他災害時の要請に
対する迅速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・防災・減災のための市民指導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・火災、その他災害時の要請に
対する迅速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・防災・減災のための市民指導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

・火災、その他災害時の要請に
対する迅速な対応・処理・収束。
・あらゆる災害に対応するため
の研修・訓練による能力向上。
・防災・減災のための市民指導。
・現場活動資器材の適正な維
持・管理。

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 災害等により、被害を被っている又はその恐れがある市民及び物件

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

災害の予防と被害の軽減により、災害による不安感を解消している。

②消防力の向上
根拠法令・個別計画等 消防法、消防組織法、消防力の整備指針、丹波市火災予防条例、製造物責任法、国民保護法

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 継続

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
①消防施設の充実

会計区分 一般

村上弘恭

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

消防活動事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消防活動事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　消防課 所属長 中道典昭 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

56 60 60
56 56 56 60

成果 緊急車両の機関員必要数 人 緊急車両の機関員累積総数
56 56
13 12 10 13

活動 緊急車両の特別点検台数 台
年２回実施の部内点検実施
数

11 12

成果
緊急車両の現場不具合件
数

回
災害現場での活動不具合件
数

0 0

12 13 13

25 28 27 30
0 0 0

0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27見込 H28見込 H29見込 H30見込 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動
緊急車両の法定点検実施
回数

回
緊急車両の法定点検回数（車
検他定期点検）

25 28 28 28 29

一般財源 129,351 60,054 66,725 48,447 65,658
その他特財 0 0 0 0 10
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 5,370 22,600 51,500 0 22,500
国・県支出金 10,419 0 0 0 0

特定財源 15,789 22,600 51,500 0 22,510

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 51,200 45,440 40,964 38,304 45,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 6.40 5.68 5.39 5.04 6.00

令和元年度事業

及び積算内容

・緊急車両13台、一般車両6台、計19台の車検・定期点検・消耗品更新等の維持管理の実施
・消防車両更新整備計画に基づく高規格救急自動車の更新整備

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 93,940 37,214 77,261 10,143 43,168

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 145,140 82,654 118,225 48,447 88,168

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・火災・救急・救助事案等に対応する各緊急車両を適正に維持管理し、各種災害発生時の円滑な運
行・運用を図る。
・緊急車両特別点検及び大型緊急車両等機関員の養成していく。
・消防ポンプ車等の整備・配置及び高規格救急自動車を計画的に更新していく。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・緊急車の機関員養
成
・消防車両更新整備
計画書に基づき救急
車の更新整備
・消防力の整備計画
に基づき消防・救急
車両の新規整備

・緊急車の機関員養
成
・消防車両更新整備
計画書に基づき救急
車の更新整備

・緊急車の機関員養
成
・消防車両更新整備
計画書に基づき救急
車の更新整備
・消防車両更新整備
計画書に基づき消防
車両の新規整備

・緊急車の機関員養
成

・緊急車の機関員養
成
・消防車両更新整備
計画書に基づき救急
車の更新整備

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 消防車両（緊急車両）を必要とする市民及び事業所

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・火災・救急・救助事案等に対応する各緊急車両の適正な維持管理により、市民に安全・安心を提供
する。
・消防車両更新整備計画に基づき、緊急車両の更新等を行い、市民の負託に応える。

②消防力の向上
根拠法令・個別計画等 消防法、消防組織法、消防力の整備指針

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
①消防施設の充実

消防活動車両整備事業

会計区分 一般 救急救助活動車両整備事業

梅谷増男

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

消防車両維持管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消防車両整備・維持管理事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　消防課 所属長 中道典昭 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

400 400 400
390 368 387 297

活動
緊急通報システム等通報件
数

件
通報件数(緊急外通報含む）
年度

400 400
1,037 1,113 1,181 1,035

活動 病院紹介件数 件
総紹介件数(119･加入等を含
む)暦年

1,900 1,900

活動 受信件数 件
総受信件数(119･加入･警察･
駆け込み等を含む)暦年

6,200 6,200

1,500 1,500 1,500

4,010 3,995 3,988 3,574
6,200 6,200 6,200

5,604 6,099 6,553 6,432

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27見込 H28見込 H29見込 H30見込 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動
119番通報(携帯・ＩＰ含む)件
数

件
119番通報件数(一般･携帯･Ｉ
Ｐ）暦年

4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

一般財源 115,626 119,509 17,718 103,655 114,646
その他特財 0 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 978 978 978 978 978

特定財源 978 978 978 978 978

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 110,240 102,480 97,964 87,780 90,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 13.78 12.81 12.89 11.55 12.00

令和元年度事業

及び積算内容

・聴覚・言語障がい者等が、スマートフォンなどを用いて全国どこからでも・いつでも円滑に119番通報が行えるＮｅｔ119緊急通報
システムを導入する。
・外国人からの119番通報時及び外国人を対象とした災害現場等での対応を迅速かつ的確に遂行するため、多言語電話通訳シ
ステムを導入する。

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 6,364 18,007 7,792 16,853 25,624

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 116,604 120,487 105,756 104,633 115,624

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・火災・救急・救助等各種災害通報の適格な受信を行う。
・各災害に適応する部隊に迅速な迅速な指令を行う。
・出動隊へ災害情報の提供及び関係機関への連絡調整等の支援活動を実施する。
・ひとり暮らしの老人等が自宅内で災害に陥った場合、近隣者等の協力を得て安全を確保する。
・言語障害や聴覚障害者等の各災害に対する安全を確保する。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・火災・救急・救助等各種災害通
報の受信
・災害に適応する部隊に出動指
令
・出動隊への災害情報の提供及
び関係機関への連絡調整等の
支援活動
・ひとり暮らしの老人、言語障害
や聴覚障害者等の事故や急病
又は外出時に対する不安感を解
消し、安全を確保

・火災・救急・救助等各種災害通
報の受信
・災害に適応する部隊に出動指
令
・出動隊への災害情報の提供及
び関係機関への連絡調整等の
支援活動
・ひとり暮らしの老人、言語障害
や聴覚障害者等の事故や急病
又は外出時に対する不安感を解
消し、安全を確保

・火災・救急・救助等各種災害通
報の受信
・災害に適応する部隊に出動指
令
・出動隊への災害情報の提供及
び関係機関への連絡調整等の
支援活動
・ひとり暮らしの老人、言語障害
や聴覚障害者等の事故や急病
又は外出時に対する不安感を解
消し、安全を確保

・火災・救急・救助等各種災害通
報の受信
・災害に適応する部隊に出動指
令
・出動隊へ災害情報の提供及び
関係機関への連絡調整等の支
援活動
・ひとり暮らしの老人等が自宅内
で災害に陥った場合、近隣者等
の協力を得て安全を確保。
・言語障害や聴覚障害者等の各
災害に対する安全を確保。

・火災・救急・救助等各種災害通
報の受信
・災害に適応する部隊に出動指
令
・出動隊へ災害情報の提供及び
関係機関への連絡調整等の支
援活動
・ひとり暮らしの老人等が自宅内
で災害に陥った場合、近隣者等
の協力を得て安全を確保。
・NET119緊急通報システム（言
語聴覚障害者緊急通報）及び多
言語電話通訳システム【外国人
通報対応）の整備

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 消防通信を必要とする市民及び事業所、緊急通報システム及び聴覚障害者等の登録者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・119番（携帯、ＩＰを含む）通報等の迅速かつ正確な対応を行い、市民の生命・財産を守り、安全な暮ら
しを確保し、市民のニーズに応える。
・緊急通報システム及びメールによる通報を適正に管理・運用し、迅速な対応をもって登録者のニーズ
に応える。

②消防力の向上
根拠法令・個別計画等 消防法、消防組織法、電波法等

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 継続

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
①消防施設の充実

会計区分 一般

服部　圭 酒井政征

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

消防通信事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消防通信事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　消防課 所属長 中道典昭 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

活動
施設管理不備による事故件
数

件 実績値
0 0
7 3 11 6

0 0 0
0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動 修繕件数 件 実績値
1 1 1 1 1

一般財源 36,300 32,571 31,605 39,566 31,089
その他特財 3,806 45,997 3,546 1,546 3,127
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 3,806 45,997 3,546 1,546 3,127

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 21,200 18,400 15,504 18,468 15,000

職員従事者数（人・年）Ｂ 2.65 2.30 2.04 2.43 2.00

令和元年度事業

及び積算内容

・消防本部管理運営事業：　事務消耗品費・消防被服消耗品費・事務機器借上料・消防被服装備品等　9,609千円
・救急駐在所維持管理事業：　施設管理用消耗品・光熱水費（電気・上下水道代）・保守点検料等　2,339千円
・庁舎施設維持管理事業：　庁舎修繕料・備品購入費・光熱水費・設備機器保守点検料等　5,970千円
・消防防災施設等整備基金管理事業：　基金利子積立金　1,298千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 18,906 60,168 19,647 22,644 19,216

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 40,106 78,568 35,151 41,112 34,216

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・消防職員の適切な事務執行により、消防本部及び消防署の効果的な運用を行う。
・消防本部（署）及び出張所、分駐所施設の適正な維持管理を行う。
・機器、設備等の維持管理及び定期的な点検を行う。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
消防業務運営事務
庁舎、設備、機器
管理
庁舎改修工事実施
設計

消防業務運営事務
庁舎、設備、機器
管理
庁舎大規模改修工
事

消防業務運営事務
庁舎、設備、機器
管理
訓練塔水槽金物工
事
排水路改修工事

消防業務運営事務
庁舎、設備、機器
管理
出動出入口拡幅工
事

消防業務運営事務
庁舎、設備、機器
管理

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 職員、施設、設備

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・火災・救急等の各種災害時に迅速な緊急出動ができる体制を構築、維持する。
・消防本部（署）及び出張所、分駐所の機能が充分発揮できる体制を構築する。
・庁舎機器・設備等の故障等を未然に防止する。

根拠法令・個別計画等 消防組織法、消防法、労働安全衛生法
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
①消防施設の充実

救急駐在所維持管理事業

会計区分 一般 庁舎施設維持管理事業

三方　正明 三浦　まり子

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

消防本部管理運営事業 消防防災施設等整備基金管理事業

新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消防本部・救急駐在所整備維持管理運営事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　総務課 所属長 木上　郁夫 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

5.0 4.0 3.0 2.0
成果

県消防学校初任教育・救急
科修了者数

人 消防吏員新規採用計画
5.0 4.0

成果 救急救命士資格者数 人
救急救命士養成計画に基づく実働救
急救命士数（有資格者採用含む）

38.0 38.0

3.0 2.0 2.0

1.0 1.0 1.0 1.0
38.0 38.0 38.0

28.0 29.0 31.0 32.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 救急救命士養成者数 人
救急救命士養成計画に基づ
き38人養成

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

一般財源 8,144 10,827 11,861 8,127 11,269
その他特財 0 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 2,800 5,600 7,296 4,332 7,500

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.35 0.70 0.96 0.57 1.00

令和元年度事業

及び積算内容

・消防学校初任教育事業：　初任教育　2名入校　651千円、救急科　191千円、入校旅費等414千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計1,256千円
・救急救命士養成事業：　県消防学校救急救命士養成課程１名入校　養成所負担金1,874千円
　　　　　　　　　　　　　　　　入校旅費等639千円　合計2,513千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 5,344 5,227 4,565 3,795 3,769

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 8,144 10,827 11,861 8,127 11,269

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・新規採用消防吏員を県消防学校初任教育課程に６カ月間及び救急科に３カ月間入校させ、消防士・
救急隊員として必要な知識と技術を習得させる。
・救急救命士国家資格習得のため７カ月間養成所に入校研修を行うとともに、国家試験合格後は更
に病院実習研修を行う。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
新規採用消防吏員
の消防学校入校
救急救命士の養成

新規採用消防吏員
の消防学校入校
救急救命士の養成

新規採用消防吏員
の消防学校入校
救急救命士の養成

新規採用消防吏員
の消防学校入校
救急救命士の養成

新規採用消防吏員
の消防学校入校
救急救命士の養成

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 新規採用消防吏員、消防吏員（救急救命士資格を取得する職員）

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・各種の火災や急病・事故等に対応するため、消防・救急活動を行う消防吏員を養成する。
・救急救命士の国家資格を取得、病院実習を経て救急現場に出動し、救急救命士として適切な処置
を行い、救命率を向上させる。

根拠法令・個別計画等 消防法、救急救命士法
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開
⑤救急体制の構築

消防学校初任教育事業

会計区分 一般

三方　正明 三浦　まり子

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

救急救命士養成事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消防士・救急救命士養成事業 事業No. 
事業担当課 消防本部　総務課 所属長 木上　郁夫 担当者



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

消防団管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消防団管理事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　くらしの安全課 所属長 髙見　卓之 担当者

②消防力の向上

非常備消防施設管理事業

会計区分 一般

荻野　裕

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 消防団員

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

消防団の訓練や資機材が充実しており、消防団が迅速かつ的確に行動できる体制が築かれている。

③防火・防災意識の向上
根拠法令・個別計画等 消防組織法、消防法、丹波市火災予防条例、丹波市消防団条例

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・消防団員の福利厚生や公務災害等の対応
・消防詰所、消防車両、資機材等の維持管理
・式典、訓練、健康増進等の消防団事業の企画、運営
・火災をはじめ、災害時における消防団員活動体制の確立と管理

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
初出式
年末特別警戒
各種訓練教育

初出式
消防操法大会
年末特別警戒
各種訓練教育

初出式
夏季訓練大会
年末特別警戒
各種訓練教育

初出式
消防操法大会
年末特別警戒
各種訓練教育

初出式
年末特別警戒
各種訓練教育

令和元年度事業

及び積算内容

人件費（報酬、出動手当）132,571千円、需用費（初出式などの消耗品等）3,605千円、備品購入費（活
動服等）1,433千円、負担金補助及び交付金（消防団員公務災害補償掛金など）54,310千円 ほか

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 417,919 180,840 273,901 168,972 251,762

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 428,239 191,240 283,781 178,852 263,012

人件費C=B×7,500千円 10,320 10,400 9,880 9,880 11,250

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.29 1.30 1.30 1.30 1.50

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 212,403 17,562 106,900 8,903 100,403

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 215,836 173,678 176,881 169,949 162,609
その他特財 212,403 17,562 106,900 8,903 100,403

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 消防団員充足率 ％ 実動団員数／条例定数
99.30 99.40 99.50 99.50 100.00
99.30 99.24 99.30 99.24

8,000 8,000 8,000
3,719 6,325 6,320 6,000

活動 訓練参加団員延べ数 人
演習・訓練・広報・指導の年
間総人員

7,000 7,000



令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

非常備消防施設整備事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 非常備消防施設・水利整備事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　くらしの安全課 所属長 髙見　卓之 担当者

①消防施設の充実

非常備消防水利整備事業

会計区分 一般 消防施設補助金事業

荻野　裕

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 消防団及び市民

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

消防団車両・水利の整備により、火災発生時の十分な水利と消火用資機材が確保されている。

④消防水利の整備の推進
根拠法令・個別計画等 消防法、消防組織法、消防力の整備指針、水道法、市消防施設整備事業補助金交付要綱

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐２【消防・救急】みんながいつでも安心できる消防体制をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・消防団施設（車庫兼詰所）及び車両整備
・耐震性地下式有蓋貯水槽の新設
・既設防火水槽の改良及び修繕、消火栓等の新設、消火栓に係るホース等の整備

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
○非常備消防施設整備事業
・委託費（実施設計業務）
・工事請負費（消防車庫兼詰所
新築工事）
・備品購入費（車両の更新）
○非常備消防水利整備事業
・委託費（実施設計業務）
・工事請負費（耐震性地下式有
蓋貯水槽新設工事）

○非常備消防施設整備事業
・委託費（実施設計業務）
・工事請負費（消防車庫兼詰所
新築工事）
・備品購入費（車両の更新）
○非常備消防水利整備事業
・委託費（実施設計業務）
・工事請負費（耐震性地下式有
蓋貯水槽新設工事）

○非常備消防施設整備事業
・委託費（消防詰所、防火水槽設
計業務）
・工事請負費（消防車庫兼詰所
新築工事）
・備品購入費（車両の更新）
○消防施設補助金事業
・消防施設整備補助金

○非常備消防施設整備事業
・委託費（消防詰所、防火水槽設
計業務）
・工事請負費（消防車庫兼詰所
新築工事、耐震性地下式有蓋貯
水槽新設工事）
・備品購入費（車両の更新）
○消防施設補助金事業
・消防施設整備補助金

○非常備消防施設整備事業
・委託費（防火水槽設計業務）
・工事請負費（耐震性地下式有
蓋貯水槽新設工事）
・備品購入費（車両の更新）
○消防施設補助金事業
・消防施設整備補助金

令和元年度事業

及び積算内容

・委託費（消防詰所解体、防火水槽設計業務）      4,895千円
・工事請負費（消防詰所解体、耐震性地下式有蓋貯水槽新設工事）　　32,820千円
・備品購入費（車両の更新）　　108,350千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 306,901 285,074 238,344 247,220 248,452

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 321,781 299,954 252,416 261,292 262,192

人件費C=B×7,500千円 14,880 14,880 13,832 13,832 13,500

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.86 1.86 1.82 1.82 1.80

人件費E=D×2,000千円 0 0 240 240 240

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.12 0.12 0.12

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 256,600 229,900 201,300 210,400 204,742

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 256,600 229,900 201,300 210,400 204,742

一般財源 65,181 70,054 51,116 50,892 57,450
その他特財 0 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 防火水槽設置数（累計） 基 ５基/年
1,151 1,156 1,157 1,162 1,167
1,144 1,152 1,153 1,155

3,489 4,300 4,310
3,473 3,479 4,253 4,256

成果 消火栓設置数（累計） 基 自治会要望による
3,473 3,483

成果 消防詰所新築数 棟
全94棟/耐用年数50年≒2棟
/年

3.0 2.0 2.0 2.0 2.0
3.0 1.0 2.0 1.0

成果 消防車両更新台数 台 車両更新計画による
5.0 4.0 4.0 4.0 4.0
5.0 4.0 4.0 5.0


